
Web3.0・ブロックチェーンを活用したデジタル公共財等構築実証事業

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

Web3.0（ブロックチェーン技術を基にしたビジネスの総称）の基
盤となるブロックチェーン技術は、中長期的にはSociety5.0時代
のグローバルなデータ連携基盤（新たな社会インフラ）にも繋がり
うる革新的技術。

日本において税制・規制等の制度面の整備が進む中、2022年
末から、日本企業（スタートアップ含む）によるWeb3.0・ブロック
チェーンに係る事業展開や海外からの対日投資の動きが活発化。

さらに、諸外国政府においても、Web3.0・ブロックチェーンのユー
スケース創出のための実証や人材育成、研究開発、エコシステム
構築等の支援が行われているところ。

本事業では、こうした民間や諸外国政府の動きを背景に、日本
においても、Society5.0の実現や産業及び社会における課題の
解決等に資するWeb3.0・ブロックチェーンの社会実装を加速する
ことを目的とする。

大臣官房Web3.0政策推進室
経済産業政策局産業資金課

産業技術環境政策局資源循環経済課
商務・サービスグループサービス政策課スポーツ産業室

成果目標

本事業の成果物を通じて、Society5.0の実現や産業及び社会
における課題の解決等に資するWeb3.0・ブロックチェーンの活用
への民間投資をさらに呼び込むとともに、実証事業で構築したデー
タ標準・データ連携基盤等の将来的な実用化・社会実装等を目
指す。

事業概要

各業界もしくは業界横断のWeb3.0・ブロックチェーンを活用した
デジタル公共財等構築に係る実証を支援し、かつ、成果物として、
横展開等を促すためのガイドライン作成・データ標準策定・データ
連携基盤構築等に取り組む。

民間企業等国

委託

※デジタル公共財とは、国連において「持続可能な開発に資するオープンソースのソフトウェア、
オープンデータ、オープンAIモデル、オープンなデータ標準、オープンなコンテンツ」と定義され
ており、本事業においては、公共性が高く、産業及び社会の課題解決に資するオープンな
デジタル制作物（特にデータ標準・データ連携基盤）を指す。

等令和5年度補正予算案額 4.5億円
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